予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費　　
	事業名　東京オリ・パラ大会県産農畜水産物販路拡大対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　           農政部　農産物流通課　販売対策係　電話番号：058-272-1857
　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　E-mail：c11444＠pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　43,000千円（前年度予算額： 20,000千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	20,000
	7,170
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,830

	要求額
	43,000
	18,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	24,300

	決定額
	25,200
	8,871
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,329


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

・2020年（令和2年）東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下、東京2020大会）は、各国の選手団はもとより多くの外国人観光客の訪日が期待されることから、食材供給を通じて県産農畜水産物のブランドイメージを国内外に広める絶好の機会となる。

・平成29年5月、岐阜県「東京オリ・パラ」県産農畜水産物利用促進協議会（以下、協議会という。）を設立し、県内の農畜水産物関係者が一丸となって、首都圏における県産農畜水産物の販路拡大を推進している。
（2） 事業内容
①ホストタウンハウスにおける県産農畜水産物のＰＲ

・東京オリ・パラ大会を契機とした県産農畜水産物のプロモーション活動を
県内への誘客につなげるため、選手及び関係者が訪れる「２０２０ホスト
タウン・ハウス」に出展し、岐阜県の「食」の魅力を情報発信する。
②ＷＥＢサイト、インフルエンサーを活用した情報発信
・大会開催期間を中心に、ＷＥＢサイトやインフルエンサーを活用して、飛
騨牛・鮎メニューフェアや首都圏イベント、県産農畜水産物の情報発信を
行う。
　③感謝祭の開催
・ホテル・レストラン、ケータリング事業者等を招待し、大会後の県産食材
　の継続使用をトップセールスする。
（３）県負担・補助率の考え方

県10/10
東京オリ・パラに向けた取組みは、県の農業支援対策であり県負担は妥当
（４）類似事業の有無　
　　　無
３　事業費の積算内訳                                       　 　 (千円)

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	53
	プロポーザル評価委員

	旅　費
	1,291
	業務旅費

	消耗品費
	4,110
	事務用品、食材費

	役務費
	103
	通信運搬費

	委託料
	37,443
	ホストタウンハウス出展、インフルエンサーを活用した広報等

	合  計
	43,000
	


	　決定額の考え方　

　所要額を精査し計上します。


４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

○ぎふ農業・農村計画

２　売れるブランドづくり

　　（６）特色ある食の魅力の発信

（２）国・他県の状況

三重県等において同様の協議会による取組あり。

（３）後年度の財政負担

今後の財源の動向：一般財源
（４）事業主体及びその妥当性

　平成29年5月、岐阜県「東京オリ・パラ」県産農畜水産物利用促進協議会
を設立し、県に事務局を設置。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■　継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　県内農畜水産生産者団体、生産者の代表及び関係者で構成される岐阜県「東京オリ・パラ」県産農畜水産物利用促進協議会として、東京オリ・パラを契機としたＧＡＰ等の認証取得と県産農畜水産物の魅力発信に向けた取り組みを進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	現在値
	目標
	達成率

	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	本事業は、東京オリ・パラを見据えて、県産農畜水産物を如何にＰＲするのかを主眼としており、数値的な指標で評価するのは馴染まない。


（前年度の取組）

	東京オリ・パラ選手村等での飲食サービスの提供が想定されるケータリング業者や首都圏のホテル・レストランを対象に県産農畜水産物のＰＲ活動を展開
（１）「清流の国ぎふ」おもてなし食材披露会及びハラル飛騨牛セミナー（令和元年７月１０日（水）　於：明治記念館）
（２）産地見学会（令和元年６月１２日～１３日、９月１８日～１９日）



（前年度の成果）

	（１）「食材披露会」には、ケータリング事業者、ホテル・レストラン関係者、

ホストタウン在京大使、東京オリ・パラ競技大会関係機関等３２２名　　が出席し、県産農畜水産物の試食や展示を通じてその認知度向上を図ることができた。
（２）「食材披露会」に参加した首都圏のホテル・レストラン関係者などを招聘し、重点１１品目を中心とした産地見学会を開催した結果、県産農畜水産物の取扱い開始やメニューフェアの開催に繋がった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	国内外に対し県産農畜水産物の魅力を発信する絶好の機会を活かして販路拡大を図る事業である。大会組織委員会や内閣官房等関係機関からの情報収集や調整・連携を図る必要があり、県の関与は妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	県産農畜水産物に対する関心が高まり、新たに県産食材の取扱を開始したり、メニューフェアを開催するホテル・レストランが現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	農政部の東京駐在職員を活用し、ホテル・レストランをはじめとする関係者等から最新の情勢・動向を聴取しながら、より効果的な事業の推進に努めている。


（今後の課題）

	・県産農畜水産物をより効果的にＰＲするために、最新の情勢・動向を見極め、最適なターゲットや手法を検討のうえ、事業を展開する必要がある。


（次年度の方向性）
	・東京オリ・パラ大会終了後、本事業は廃止し、大都市圏販路拡大対策事業において、首都圏における県産農畜水産物のＰＲ活動を継続する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	
【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


